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１．こどもの幸福度をめぐる現状
我が国のこどもの幸福度は、ユニセフ（UNICEF：国連児童基金）の調査結果（「レポートカー

ド 20」（2026 年））では、身体的健康は 41か国中３位である一方で、精神的幸福度２）は
37か国中 32位となっている。2020 年の同調査と比較すると、生活満足度は改善し、精神
的幸福度の順位も上昇しているものの、若年層（15歳～ 19歳）の自殺率は悪化しており、
こどもを取り巻く状況が依然として厳しいことがうかがえる。
すなわち、我が国のこどもをめぐっては、身体的な健康状態の面では高い水準がみられる

一方で、心の健康や自己肯定感、将来への希望、安心して悩みを打ち明けられる環境の整備
といった面における取組が重要である。
こうしたこどもたちを取り巻く現状等を踏まえ、こども家庭庁では、「こども大綱」（令和

５年 12月 22日閣議決定）に基づき、こどものウェルビーイングの向上等に向けた様々な
取組を進めている。あわせて、こどもの自殺対策についても重要な課題として位置付け、悩
みや不安を早期に受け止める相談支援体制の充実、安心して過ごせる居場所づくり、困難を
抱えるこども・若者への切れ目のない支援などを推進している。こうした取組を通じて、全
てのこども・若者が、身体的・精神的・社会的ウェルビーイングを実現できるような「こど
もまんなか社会」を目指している。

２．こども家庭庁の取組
こどもの居場所づくり
「こどもの居場所づくりに関する指針」（令和５年 12月 22日閣議決定）に基づき、こど
もの居場所づくりを推進している。例えば、「こどもの居場所づくり支援体制強化事業」に
おいて、地域の実態把握や広報啓発等への支援に加え、児童館に着目したモデル事業のスキー
ムを開始した。また、「こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業」では実践
者のネットワーク形成や地域資源の把握に取り組む人材の配置を進めている。自治体と実践
者の連携が深まり、協働してこどもの居場所づくりに取り組む体制が構築されたことで、地
域の実態に即した取組の展開につながった事例も生まれている。
例えば大阪府豊中市では、市域全体を視野に入れて活動する「市域コーディネーター」と、

４～７小学校区を担当する「圏域コーディネーター」が役割を分担しながら、居場所づくり
を推進している。圏域コーディネーターは、地域のネットワークの中に入り込み、現場と日
常的に密なやり取りができる人材が就任し、彼らが実際に現場を訪問して得た地域の状況や
課題、要望を市域コーディネーターが統括している。市域コーディネーターは、圏域コーディ

こどもの心の健やかな成長に向けて 
―こどもの心の健康を支える―

こどもや若者の健やかな育ちや環境を整え
る取組

第２節

ダイジェスト⑤

２）「精神的幸福度」は、以下の指標をもとに算出されている。
　　・15歳のこどものうち「生活満足度」（11段階評価）で６以上を選んだ割合　
　　・15～ 19歳の若者10万人当たりの自殺率　
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ネーターが把握した地域の課題や要望等を自治体と共有する機会を毎月設けており、自治体
は、現場の実態を踏まえた支援を随時講ずることが可能となっている。

こどもの居場所づくりに関する指針 (概要) 令和5年12月22日 閣議決定

こども食堂や学習支援など、様々なこどもの居場所づくりの取り組みがされているなか、こうした取り組みを推進
する観点から、こどもの居場所づくりについて国としての考え方を示すもの。概要

地域のつながりの希薄化、少子化の進展により、地域の中でこどもが育つことが困難になっており、また児童虐待
の相談対応件数や不登校、自殺者数の増加など、こどもを取り巻く環境の厳しさが増している。さらに、価値観の
多様化やそれを受け入れる文化の広がりに伴い、居場所への多様なニーズが生まれている。こうしたなか、様々な
地域で多様な形態による居場所づくりが実践されており、国としても一定の考え方を示すことが求められている。

背景

理念 全てのこどもが、安全で安心して過ごせる多くの居場所を持ちながら、身体的・精神的・社会的に将来にわたっ
て幸せな状態（ウェルビーイング）で成⻑していけるよう、「こどもまんなか」の居場所づくりを実現する。

• 居場所とは、こども・若者本人が決めるものである。こども・若者が過ごす場所・時間・人との関係性全てが、
こども・若者にとっての居場所になり得る。また、物理的な「場」だけでなく、遊びや体験活動、オンライン
空間といった多様な形態をとり得るものである。

• 居場所とは、こども・若者本人が決めるものである一方で、居場所づくりとは、第三者が中心となって行うも
のであるため、両者には隔たりが生じ得る。

• こうした隔たりを乗り越えるため、こども・若者の声を聴き、こども・若者の視点に立った居場所づくりを進
めることが必要。

こどもの
居場所
・

居場所
づくり
とは

こどもの居場所づくりを推進するに当たり基本的な4つの視点として整理

①「ふやす」〜多様なこどもの居場所がつくられる
②「つなぐ」〜こどもが居場所につながる
③「みがく」〜こどもにとって、より良い居場所となる
④「ふりかえる」〜こどもの居場所づくりを検証する

ふやす つなぐ

みがく
ふりか
える

こどもの居場所づくりに関係する地方公共団体や国、⺠間団体・機関、学校、企業等含め全ての者が、本指針で掲
げるこどもの居場所づくりに関する理念等を共有するとともに、その重要性に対する関心と理解を深め、各々の役
割を果たすことが必要である。

こどもの
居場所
づくり
推進の
視点

役割
責務等

図表 1-2-11 こどもの居場所づくりに関する指針

(4)児童館等を活用した地域課題解決モデル事業

【実施主体】都道府県、市町村

【補助率】国 10/10

【補助基準額】１自治体あたり 5,000千円

＜こども政策推進事業費補助⾦＞令和７年度補正予算 ５億円

成育局 成育環境課こどもの居場所づくり支援体制強化事業
事業の目的

 こどもの視点に⽴った多様な居場所づくりが⾏われるよう、地⽅自治体におけるこどもの居場所づくりの⽀援体制の構築等に必要な実態調査・把握や広報啓発活動の⽀援を⾏うととも

に、NPO法⼈等が創意⼯夫して⾏う居場所づくりのモデル事業を継続して実施する。

 本事業により、こどもの居場所づくりを促進するために有効と考えられる、「こどもの居場所づくりコーディネーター配置等⽀援事業」の実施率の向上につなげる。

 また、地域におけるこどもの諸問題に対応するべく、今後の児童館の活動を開発し、普及することを目的にモデル事業を実施する。

 （１）〜（３）は「こどもの居場所づくりに関する指針」に基づく取組に対して、３年間（令和６年度〜令和８年度）、（４）は３年間（令和７年度〜令和９年度）で集中して⽀援を

⾏い推進するものである。

事業の概要

(1) 実態調査・把握支援

居場所の有無をはじめ、こどものニーズ等の現状を把握するための実態調査を実施

する地⽅自治体に対して、財政⽀援を⾏う。

実施主体等
(1) 実態調査・把握支援

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】国 1/2、都道府県・市区町村 1/2

【補助基準額】１都道府県あたり 7,489千円 １指定都市あたり 5,842千円

１特別区・中核市あたり 3,683千円 １市町村あたり 2,080千円

(2) 広報啓発活動支援

こどもの居場所づくりを推進するために、以下に掲げるような広報啓発の取組を

⾏う地⽅自治体に対して、財政⽀援を⾏う。

＜広報啓発の取組例＞

・こどもと居場所等をつなぐためのポータルサイト等の制作・改修

・居場所マップの作製・配布

・⼈材の発掘に向けたシンポジウム等のイベントの実施 等

(3) NPO等と連携したこどもの居場所づくり支援（モデル事業）

NPO法⼈等の⺠間団体が創意⼯夫して⾏う居場所づくりやこどもの可能性を引き出す取組へ

の効果的な⽀援⽅法等を検証するためのモデル事業を実施。

＜想定されるテーマ例＞

・早朝のこどもの居場所づくり

・新たなテクノロジーを活用したこどもの居場所づくり

・ユースを中心とした居場所づくり 等

(2) 広報啓発活動支援

【実施主体】都道府県、市区町村 【補助率】国 1/2、都道府県・市区町村 1/2

【補助基準額】１都道府県あたり 4,502千円 １指定都市あたり 4,090千円

１特別区・中核市あたり 3,849千円 １市町村あたり 2,107千円

(3) NPO等と連携したこどもの居場所づくり支援（モデル事業）

【実施主体】都道府県、市区町村、⺠間団体（全国展開しているオンラインの居場所に限る）

【補助率】国 10/10

【補助基準額】１団体あたり 5,000千円（上限） ※同一団体の同一事業は採択しない。

(4) 児童館等を活用した地域課題解決モデル事業

すべてのこどもが利用できる児童館の特性を活かし、現⾏の「児童館ガイドライン」に⽰され

た内容を超え、今後期待される活動に取り組む自治体に対して事業費を補助する。

＜活動例＞⼩学⽣の⽣活の連続性に配慮した地域⼈材のコーディネート（学校⽀援⼈材や放課後

児童⽀援員等の放課後⽀援⼈材の発掘、養成等）

図表 1-2-12 こどもの居場所づくり支援体制強化事業
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＜こども政策推進事業費補助⾦＞令和８年度予算 ７億円（９億円）

成育局 成育環境課こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業

事業の目的
 こどもの視点に⽴った多様な居場所づくりが⾏われるよう、地⽅⾃治体におけるこどもの居場所づくりの⽀援体制の構築等に必要な「こどもの居場所づくりコーディネーター」の配

置等の⽀援を⾏う。「こどもの居場所づくりコーディネーター」は、地域の既存資源の把握やネットワーキング、利⽤ニーズの実態把握や、新たに居場所づくりをする⼈の⽀援、継続

していくためのサポート等の役割を担い、地域全体でこどもの居場所づくりの推進に取り組む。

事業の概要

実施主体等

地域のニーズを把握し、資源の発掘・活⽤、その地域で居場所を求めるこどもを居場所につなげる等、地域の居場所全体をコーディネートしたり、安定的で質の高い居場所の運営にお

いて必要となる、運営資⾦のやりくりや⼈材の活⽤・育成等の組織経営をサポートする⼈材の配置に対して財政⽀援を⾏う。

また、地⽅⾃治体と連携して実施される居場所づくりの取組に対し、その⽴ち上げ資⾦を補助する。

【こどもの居場所づくりコーディネーターの要件】

・地域の実情に応じたコーディネートができ、本事業を適切に⾏うことができると⾃治体が認めた者

【こどもの居場所づくりコーディネーターの業務内容】

・居場所に関する地域資源の把握

・居場所同士や関係機関等ネットワーク形成

・その他、地域の実情等に応じて⾏う業務

【実施主体】都道府県、市区町村

【補助率】国1/2、都道府県・市区町村 1/2

【補助基準額】ⅰ）コーディネーター配置（１実施主体あたり）

17,580千円（３名以上配置の場合）

11,846千円（２名配置の場合）

6,111千円（１名配置の場合）

ⅱ）居場所⽴ち上げ⽀援（１か所あたり）

50千円

図表 1-2-13 こどもの居場所づくりコーディネーター配置等支援事業

図表 1-2-14 大阪府豊中市の事例
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こどもの心の診療ネットワーク事業
こどもの心の診療ネットワーク事業では、様々なこどもの心の問題に対応するため、都道

府県及び指定都市における拠点病院を中核とし、各医療機関や保健福祉関係機関等と連携し
た支援体制の構築を図っている。2025 年度は、中央拠点病院である国立成育医療研究セン
ターと連携し、各自治体の取組事例を掲載した事業概要集を作成するとともに、同年度の　
母子保健主管課長会議においては、都道府県及び指定都市に対し当該事業への積極的な参画
検討を求めた。

○ 様々なこどもの心の問題、被虐待児の心のケアや発達障害に対応するため、都道府県及び指定都市における拠点病院を
中核とし、各医療機関や保健福祉関係機関等と連携した⽀援体制の構築を図るとともに災害時のこどもの心の⽀援体制を
構築することを目的とする。

（１）こどもの心の診療⽀援（連携）事業
様々なこどもの心の問題、被虐待児や発達障害の症例に対する医学的⽀援、関係機関への専門家の派遣等を実施。

（２）こどもの心の診療関係者研修・育成事業
医師、関係専門職の実地研修等、こどもの心の診療に専門的に携わる医師及び関係専門職の育成、地域の医療機

関職員、保健福祉機関職員に対する講習会を実施。
（３）普及啓発・情報提供事業

こどもの心の診療等に関する普及啓発・情報提供を実施。
＜事業イメージ＞

◆ 実施主体 ︓都道府県、指定都市
◆ 補 助 率 ︓国１／２、都道府県・指定都市１／２
◆ 補助単価案︓⽉額 1,525,000円

◆ 実施⾃治体数︓21⾃治体（21⾃治体）
※ 岩手県、群馬県、千葉県、東京都、⽯川県、⼭梨県、⻑野県、静岡県、三重
県、大阪府、兵庫県、鳥取県、島根県、岡⼭県、香川県、高知県、福岡県、佐賀
県、熊本県、沖縄県、札幌市

※ 令和５年度変更交付決定ベース
括弧は令和４年度変更交付決定ベース

都道府県等拠点病院

地域の医療機関 地域の諸機関

心の問題を持つ
こどもと家族

保健所、児童相談所、児童福祉施設、
市町村保健センター、療育施設、学校
等教育機関、発達障害者⽀援センター、
司法機関 など

連 携

連 携 連 携

相 談
⽀ 援 ⽀ 援

相 談

相 談⽀ 援

事業の目的

事業の概要

実施主体等 事業実績

令和７年度予算 1.3億円（1.2億円）【平成20年度創設】

成育局 ⺟⼦保健課こどもの⼼の診療ネットワーク事業

図表 1-2-15 こどもの心の診療ネットワーク事業

こども・若者に対する支援
困難を有するこども・若者の相談窓口として「子ども・若者総合相談センター」の設置を

進めている。
同センターでは、家庭や学校、職場などで抱えている悩みや不安等、様々な困難について、

こども・若者本人やそのご家族からの相談にも応じ、関係機関の紹介その他の必要な情報の
提供及び助言を行う拠点としての役割を果たしている。
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●⼦ども・若者⽀援地域協議会
社会⽣活を営む上で困難を有するこども・若者への⽀援に関し、教育、福祉、保健、医療、矯正、

雇⽤等の関係機関等が⾏う⽀援を適切に組み合わせることにより、その効果的かつ円滑な実施を図る
ためのネットワーク （2025年4月1日現在、145の地方公共団体が設置）

●⼦ども・若者総合相談センター
こども・若者育成⽀援に関する相談に応じ、関係機関の紹介その他の必要な情報の提供・助⾔を⾏

う拠点（2025年4月1日現在、124の地方公共団体が設置）

⼦ども・若者
⽀援地域協議会

⼦ども・若者
総合相談センター

〔雇⽤〕
職業的⾃⽴・就業⽀援

〔福祉〕
⽣活環境改善

〔保健、医療〕
医療及び療養⽀援

〔教育〕
修学⽀援

〔矯正、更⽣保護等〕
⼼理相談等

保護観察所、少年
サポートセンター等

教育委員会、教育
センター、学校等

福祉事務所、児童相談所 、
ひきこもり地域⽀援セン
ター等

保健所、精神保健福祉
センター等

公益法人、NPO
学識経験者等

地域若者サポートステー
ション、ハローワーク、
職業訓練機関等

こ
ど
も
・
若
者
等

相談

⽀援

⼦ども・若者⽀援地域協議会 ／ ⼦ども・若者総合相談センター

図表 1-2-16 子ども・若者総合相談センター

児童相談所や一時保護施設におけるこどもの心のケア
虐待等を受けたこどもの心のケアについては、主に児童相談所に配置されている児童心理

司や一時保護施設に配置されている心理療法担当職員が担っており、こどもや保護者等に対
し、心理療法、カウンセリング等の支援を行っている。
例えば、安心して話ができる環境を整え、こどもの気持ちに寄り添いながら、思いや体験

を丁寧に受け止めるとともに、会話や遊びなどを通じて気持ちを表現できるよう支援してい
る。あわせて、気持ちが不安定になった時の対処法や、感情との付き合い方、適切に気持ち
を伝えるための考え方を身に付けられるよう支援している。また、保護者に対しても子育て
に関する悩みや日常的なストレスに寄り添いながら、こどもの状況や発達段階に応じた関わ
り方や適切な声かけの工夫について助言を行っている。これらの援助を通して、家族全体が
安心感を取り戻し、安定した生活を送れるように支援している。

こどもの悩み関係
こどもの悩みに寄り添える社会に向けて、2024 年 11月に庁内の若手職員や自治体など

の現場経験者等を中心とした「こどもの悩みを受け止める場に関するプロジェクトチーム」
を発足した。発足以降、2025 年３月までに、当事者であるこどもや、こどもの相談・支援
団体、地方公共団体など計 27団体と意見交換を重ね、こども自身の思いや、相談・支援者
団体等がこどもと接する際に留意している点等の知見を得た。2025 年度以降も、こどもが
悩みを打ち明けられるような環境づくりに向け、こどもや周囲の大人等に対して積極的・効
果的な広報・働きかけを実施し（アクション１）、こどもの悩み相談に係る更なる実態把握
の推進（アクション２）に取り組んだ。
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図表 1-2-18 漫画等の広報の取組

図表 1-2-17 こども向け・大人向けポスター
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アクション１として、こどもの悩みを受け止め、適切な相談・支援につなげるため、積極
的な広報活動を展開した。具体的には、ポスターや交通広告、Webバナー、漫画、動画といっ
た多様な媒体を通じて、こども本人及び保護者・周囲の大人双方に向けた情報発信を行った。
あわせて、専門家による出前授業やワークショップ、プロサッカークラブ FC東京とのタイ
アップイベントなど、体験型・参加型の施策を実施した。
アクション２として、こどもの悩みの受け止めに関する実態を把握するため、先行研究の

整理を行うとともに、こども・大人へのアンケート、こどもへのヒアリング及び官民の相談
窓口を対象としたアンケート調査を実施し、こども当事者も参画して結果を取りまとめた。
調査結果からは、日常においては、こどもが大人に信頼を感じられるような双方間のコミュ
ニケーションや、家庭や学校等以外で安心して過ごすことができる場の整備、官民の取組の
連携等が重要であるとの示唆が得られた。また、悩みを抱えた際には、こどもが多様な相談
先の中から適切な窓口を選択できる環境や、大人がこどもの変化に気付き、寄り添う姿勢が
求められること等が示唆された。
これらの結果を踏まえ、今後は、こどもの変化に対する大人のアンテナ強化、こどもの変

化等を情報共有しやすい社会づくり、社会全体でこどもを支えるための大人同士の相補的な
体制構築、適切な支援情報の提供とこどもの気持ちを尊重した相談窓口の利用促進などにつ
いて、こども家庭庁の各施策を通じて取組を進めていく。




